
パーキンソン病 
 

 振戦（ふるえ）、動作緩慢（無動・寡動）、筋強剛（筋固縮）、姿勢保持障害（転びやすい）

などを主な運動症状（パーキンソン症状 Fig.1）とする病気で、50歳以降に発症します。

10 万人に 100～150 人の割合（日本では約 15 万人）でみられる 331 の指定難病の一

つです。60 歳以上では、100 人に 1 人の発症率で、高齢化に伴い、増加傾向です。40

歳以下で発症する場合は、若年性パーキンソン病と呼んでいます。 

 基本的には進行性の病気ですが、治療薬も大きく進歩し、通常の寿命を全うできる状況

となっています。 

 

 

■原因 

 大脳の下にある中脳の黒質ドパミン神経細胞の変性・減少により、神経信号を伝えるド

パミンが減少⇒信号がうまく伝わらなくなり、パーキンソン症状を来たします（Fig.2）が、

現時点では、その神経細胞の変性・減少の原因は解明されていません。 



 

 

■症状 

 身体の動きに現れる症状から、自律神経系障害や精神症状まで、多種多様な症状・症候

が見られます（Fig.3）。 



 

 主たる運動症状であるパーキンソン症状は、日中だけではなく 24 時間のものです

（Fig.4）。 

 手の運動障害による小字症、喉の筋肉の障害による言語障害や歩行障害（小刻み歩行、

すり足、すくみ足、方向転換時の転倒、加速歩行 Fig.5）が典型的な症状です。 

 



 

 その他の症状（非運動症状）として、自律神経の障害や精神症状が現れることもありま

す；抑うつ、睡眠障害、疲労、便秘、排尿障害（Fig.6） 

 



 

■診断 

 パーキンソン病では、適切な治療を受けることにより、ほとんどの患者さんが健康人と

同様の生活を送れますので、まずは早期診断が必要です。 

 ①問診；“いつからどのような症状が出たのか？”、“どのように進行したのか？”を聴取 

 ②神経学的診察；筋固縮や姿勢反射障害の有無のチェック 

 ③画像診断（頭部 CT・MRI、SPECT 検査など） 

 ドパミン神経を見る SPECT 検査（Fig.7）は、早期診断や他疾患との鑑別に有用です。 

 

 また、パーキンソン病の重症度は、ホーン＆ヤール重症度（Fig.8）と生活機能障害度（Fig.9）

で判定します。この 2 つの重症度により公的支援の対象になるかどうかが決定されますの

で、重症度の診断も大切です。 



 

 



 

■治療 

 薬とリハビリテーションがパーキンソン病治療の両輪ですが、薬物治療が中心で、早期

からの治療開始が重要です。 

 “薬物療法” 

  主な薬として 9 種類あります（Fig.10）が、脳内のドパミンが減少して、起こる疾患

ですので、ドパミンの不足を補う 2 種類の薬（Fig.11）を使い分けるのが治療の基本で

す。当初は、ドパミンアゴニストで治療を開始することが多いですが、数年後には、L-

ドパを併用することも多いです。 

 



 
  他の薬剤もそれぞれに特徴があり、患者さんの症状に合わせて、組み合わせて治療し

ます。薬は症状を改善させますが、進行を完全に止めるものではありません。また、次

第に効かなくなったりする事があります。このような場合、薬の増量や変更・追加にて

対処しますが、リハビリテーションを併せて行うことも大切です。 

  また、ウェアリングオフ現象やジスキネジア（Fig.12）を起こす場合がありますが、

薬を飲む時間帯や回数を変えたり、他の薬を追加することにより、大部分が改善されま

す。 



 

 （cf）ウェアリングオフ現象（オンオフ現象）；パーキンソン病の薬物治療を継続してい

ると、1日の内に調子のよい時と悪い時の変動が見られるようになることが起こってきま

す。 

    ジスキネジア；薬が効きすぎている時に出る体がクネクネと動く不随意運動 

 “リハビリテーション” 

  早期から始めることで、進行の防止につながり、生活に支障のない状態を長く保つこ

とができ、薬の使用量も最小限で済みます。身体を動かすことが大切で、ウォーキング

やストレッチ（Fig.13）を毎日することです。 



 

 “外科療法” 

  薬物療法にて効果が不十分な場合や、副作用の強い場合は、脳を電流で刺激する“脳

深部刺激療法”（Fig.14）という手術も検討されます。ただし、施行された患者さんは、

全パーキンソン病患者の10％以下です。 



 

 “日常生活上の注意” 

  ①薬は主治医の指示どうり必ず服用 

  ②バランスの良い食事を、水分補給は十分に 

  ③体調に合わせて適度に運動を 

  ④睡眠不足や便秘は要注意 

  ⑤環境整備（手すりやバリアフリーなどの住宅改造）し、転倒防止 

  ⑥家族の協力が必須です 

 “パーキンソン病患者のサポート” 

  主に 3つの公的支援制度があります（Fig.15）。 



 

  公的支援は、医療機関での診断下に、居住している最寄りの保健所や市町村の申請窓

口で手続きして、各々の認定を受けた後、種々のサービスが受けられる様になります

（Fig.16）。 



 

  身体の状況・年齢等により、受けることのできる公的支援の内容が異なってきます。

難病医療費助成制度および介護保険制度に基づく公的支援は、ホーン＆ヤール重症度分

類Ⅲ度以上、日常生活能力Ⅱ度以上の中等症・重症の場合が対象となります（Fig.17）。

身体障害者福祉法に基づく公的支援は、身体障害者手帳交付により始まります。 



 

 

参考資料；①パーキンソン病と上手に付き合う 1～4 号；日本ベーリンガーインゲルハイ

ム株式会社、②パーキンソン病 進行を防ぐ；大塚製薬株式会社（NHK きょうの健康より

抜粋）、③Parkinson 病；実践診断指針（日本医師会雑誌 vol.128 No.8）、④パーキンソ

ン病とは―患者さん説明用資料―；大塚製薬株式会社、⑤パーキンソン病Q&A Part1,2；

クラクソ・スミスクライン株式会社、⑥パーキンソン病患者の公的支援制度；日本ベーリ

ンガーインゲルハイム株式会社 

 


